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IT産業の環境変化と韓国企業の競争力
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はじめに

１９９０年代以来，韓国経済の輸出主導型成長を牽引してきたのは，IT産業

である。２０１６年現在，韓国の輸出総額に占める IT関連製品の比率は３０％程

度に達しており，IT産業は経済全体に大きな影響を及ぼす位置にある。２０１０

年代に入り韓国の経済成長率が急激に鈍化したが，産業別にみると，この

一因は IT 産業の輸出成長率の減速にある。低成長時代を迎えた韓国におい

て，リーディング・セクターである IT産業の競争力の維持・強化は，経済

活力を維持する上で重要な課題である。２０１７年初めから IT関連機器の輸出

に回復の兆しがみられるようになったが，IT産業の持続的成長を考えるた

めには，２０１０年代の IT産業における輸出低迷の要因を把握することは不可

欠であるといえる。

この章では，低成長時代における韓国の主要産業の課題について，IT

産業の事例をもとに検討してみたい。具体的には，２０１０年代に IT関連製品

の輸出が伸び悩んだ要因・背景を探るとともに，IT産業が直面する課題を

明らかにすることとしたい。

この章の構成は，以下のとおりである。第１節では，基本的な統計資料

を手がかりに，IT 産業の低成長を概観する。続く第２節では，２０１０年代に

輸出成長率が失速した要因について，三大輸出品目である携帯端末機，半
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導体，ディスプレイに焦点を当てて分析する。第３節では，低成長を克服

するための IT産業の課題について考察し，最後に，本章の議論を取りまと

めることとする。

第１節 低成長下の IT 産業

この節では，２０００年代以降の IT産業の概況について，統計資料によりな

がら確認してみよう。

１．生産・輸出の動向

図２―１は，IT機器の生産と輸出の推移をみたものである。この図から，２０００

年代には比較的順調に成長していた生産と輸出が，いずれも２０１０年代に頭

打ちになっていることがみてとれる。実際，２００１～２０１０年の期間には，IT

図２―１ IT 機器の生産と輸出の推移

（出所） 未來創造科學部・韓國情報通信振興協會・韓國電子情報通信産業振興會（２０１６，２５０―２５１）
および科学技術情報通信部IT STATの資料（http://www.itstat.go.kr/home.it）より筆者作成。

（注） 生産額には，通信機器（有線・無線），放送機器（放送用機器・放送用家電），情報機器
（コンピュータ・周辺機器など），電子部品（半導体・平板ディスプレイなど）が含まれる。
輸出額には，電子部品，コンピュータおよび周辺機器，通信および放送機器，映像および
音響機器が含まれる。
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バブルの崩壊や世界金融危機をはさみながらも，生産・輸出ともに年平均

１０％もの成長率を示したのに対し，２０１１～２０１６年の期間にはそれぞれ

－０．７％，１％まで成長率が急落した。

このように２０１０年代に入って IT産業の成長が失速したのはなぜだろうか。

この原因を探るため，つぎに品目別の輸出動向を分析してみよう（１）。主要品目

の輸出の推移をみた図２―２によると，半導体集積回路（IC）は一時期を除い

て基本的には増加傾向を維持したのに対し，携帯端末機と液晶ディスプレ

イ（LCD）は，それぞれ２００８年と２０１１年をピークに横ばい，もしくは緩やかな

低下傾向が続いている。このうち携帯端末機の内訳をみると，完成品の輸

出が大きく減少しているが，部分品の輸出が完成品を上回るまで増えてお

り，この結果，全体としてはおおむね横ばいで推移していることがわかる。

以上の事実から，２０１０年代の IT産業全体の失速は，２０００年代の成長の牽

引役であった携帯端末機と LCDの輸出の鈍化によるものと指摘できる。

２．携帯端末機・LCDの輸出不振

それでは，２０００年代末から２０１０年代初めにかけて携帯端末機と LCDが輸

図２―２ 主要品目の輸出の推移

（出所） 科学技術情報通信部 IT STAT の資料より筆者作成。
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出不振に陥ったのはなぜだろうか。この手がかりを得るために，世界市場

の動向に照らして検討してみよう。

まず，表２―１で２０００年代と２０１０年代の世界市場の成長率を比べてみると，

携帯端末機，半導体，LCDのいずれも，２０１０年代に成長率が低下している。

なかでも携帯端末機と LCDの低下幅は８～９ポイントに達しており，半導

体の３ポイントの低下幅に比べて大きい。ここからすると，携帯端末機と

LCDの輸出不振は，世界市場の成長の鈍化が影響していると推測できる。

つづいて，同じ表で韓国の生産の伸び率をみると，半導体では２０１０年代

に伸び率が低下したものの，世界市場の成長率を上回る伸び率を示してい

る。半導体の動きとは対照的に，携帯端末機と LCDでは，２０１０年代に生産

の伸び率が大幅に低下し，マイナス成長を記録するに至った。携帯端末機

と LCDの場合，２０１０年代に世界市場が減速したとはいえプラスの成長率を

維持している点にかんがみると，携帯端末機と LCDの輸出低迷は，世界的

な需要動向の影響だけではなく，韓国に内在する要因も背後にあることが

考えられる。

この点をふまえて，IT産業の海外直接投資の推移をみたのが表２―２である。

この表から，２０００年代後半以降，携帯端末機分野で直接投資が急増してい

ることがみてとれる。このことが示唆するのは，韓国企業の生産拠点の海

外移転である。さらに，この表から，携帯端末機のみならず，半導体と LCD

においても，同じ時期に直接投資が大幅に増加していることも確認できる。

半導体・LCDのような本来国内での大量生産に適した技術・資本集約財で

２００１―２０１０年の平均値 ⇒２０１１―２０１５年の平均値

携帯端末機＊ 半導体 IC LCDパネル

世界市場の成長率 １５％ ⇒ ７％ ５％ ⇒ ２％ １１％ ⇒ ２％

韓国の生産の伸び率＊＊ １３％ ⇒ －２０％ １３％ ⇒ ６％ ２６％ ⇒ －３％

表２―１ 世界市場の成長率と韓国の生産の伸び率

（出所） 電子情報技術産業協会（各年版），IHS（２０１６b），世界半導体市場統計（WSTS）の資
料，未來創造科學部・韓國情報通信振興協會・韓國電子情報通信産業振興會（２０１６，３４６
―３４７），科学技術情報通信部 IT STAT の資料より筆者作成。

（注）１） ＊２０００年代の平均値は，２００２―２０１０年の値である。
２）＊＊携帯端末機は台数，半導体 ICと LCDパネルは生産金額を基準として算出した。

54



も生産拠点の海外移転が起きているとすれば，この要因についても詳細に

検討する必要があるだろう。

つぎに，企業の優位性という観点から，世界市場における韓国企業の位

置をみてみよう。韓国企業の世界シェアを品目別にみた図２―３によると，韓

国企業はメモリを中心とする半導体市場ではシェアを伸ばしたのに対し，

携帯端末機市場と大型 LCD市場では各 ２々００９年と２０１１年にピークを迎えた

後，２０１５年までに５ポイント程度シェアを落としている。携帯端末機と大

２００１―２００５年 ２００６―２０１０年 ２０１１―２０１５年

携帯端末機 ２０
（１１）

１７２
（８１）

１３７
（１６９）

半導体 IC ０
（１）

３８
（４９）

６０２
（８８）

LCDパネル ３２６
（４１）

１，０３８
（２９１）

２，２８８
（２３６）

表２―２ IT 産業の対外直接投資の推移
（百万ドル，（件））

（出所） 韓国輸出入銀行『海外直接投資統計』より筆者作成。
（注） 金額は投資金額，件数は申告件数である。

図２―３ 韓国企業の世界シェア

（出所） キムジョンギ（２０１４，２；２０１５，２），ソドンヒョク（２０１４，２），ムンヨンピル・アンシ
オン・ミンウンジ（２０１５，２１），パクチュヤン・ヤンジソン（２０１２，２１２―２１３），産業タイ
ムズ社（２０１５，３４３），情報通信技術振興センター（２０１６，４２）などの資料（原資料はガー
トナー社，ディスプレイ・サーチ社，韓国半導体産業協会）より筆者作成。

（注） 携帯端末機のシェアはスマートフォンを含む値である。
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型 LCDのいずれも，韓国企業は世界市場でいまだ圧倒的なシェアを保持し

ているが，このようなシェアの漸減は，韓国企業が次第に競合企業に脅か

されつつあることの表れであるととらえられる。このことも，２０１０年代の

輸出不振に影響したものと考えられる。

３．産業の新陳代謝の遅れ

ここまでのところは既存の主力製品を俎上に載せて分析したが，長期的

な視点からみると，持続的成長は新たな主力製品を獲得し，いわば産業の

新陳代謝を図ることによって可能になる。このような観点から，IT産業に

おける主要３品目への集中度を調べたのが表２―３である。この表から，２０００～

２０１５年の期間中，携帯端末機，半導体，LCDへの集中度が，生産基準で３２％

から５８％へ，輸出基準では５０％から７３％へと大きく上昇していることが読

みとられる。IT 産業ではこれまで一貫して半導体を主軸としながらも，前

掲の図２―２にも表れているように，１９９０年代後半から２０００年代半ばには，伸

び悩みをみせていたテレビ（TV）・モニタに代わり，携帯端末機と LCD

が新たな成長の牽引役として台頭した。こうした産業内の構造変化が２０００

年代の IT 産業全体の成長をもたらしたとすれば，２０１０年代の失速は，停滞

する携帯端末機と LCDに代わる有望な新製品が現れていないことにも一因

があるといえよう。

生産基準 輸出基準

２０００年 ２００７年 ２０１５年 ２０００年 ２００７年 ２０１５年

３品目への集中度 ３２ ５１ ５８ ５０ ６９ ７３

携帯端末機 １１ １７ １８ １０ ２４ １９

半導体 IC １５ １７ ２２ ４０ ３１ ３８

LCDパネル ６ １７ １８ ０．５ １４ １６

表２―３ IT 産業における主要３品目への集中度
（％）

（出所） 図２―１と同じ。
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第２節 IT 産業を取り巻く環境変化と韓国の対応

前節では，IT 産業の成長の勢いが２０１０年代に鈍化するとともに，この直

接的な要因が携帯端末機と LCDの輸出不振にあることを確認した。さらに，

これらの製品の輸出不振は，世界市場の低迷という外的要因だけではなく，

産業立地や企業の競争力といった韓国に内在する問題もかかわっているこ

とを指摘した。

以上をふまえて，この節では，IT産業の輸出低迷の要因・背景について，

製品別に立ち入って分析してみることとしよう。

１．携帯端末機

�１ スマートフォン市場の成熟化と後発企業の台頭

２０００年代後半以降の携帯端末機市場における大きな変化は，スマートフォ

ンの本格的な普及である。２００７年のアイフォンの登場を機に，携帯端末機

市場では一般携帯電話（フィーチャーフォン）からスマートフォンへのシフ

トが加速した。携帯端末機市場におけるスマートフォンの比率は，２００８年

の１１％から急上昇し，２０１４年には６６％に達した（Gartner２００９；２０１０；２０１５）。

韓国の携帯端末機産業では，フィーチャーフォンの時代には，サムスン電

子，LG電子，パンテックの３社によって主導されたが（安倍２００６），スマー

トフォン時代に入ると，サムスン電子が独走するようになった。以下では，

サムスン電子のスマートフォン事業を対象に分析を進めてみたい。

スマートフォン市場においてサムスン電子は当初，ノキア，RIM，アップ

ルなどの後塵を拝していたが，２０１０年のギャラクシー Sシリーズの発売以

来，世界市場を席巻するようになった。サムスン電子は，初代ギャラクシー

Sの出荷からわずか２年後の２０１２年には，スマートフォン市場の３０％を獲得

し，携帯端末機市場全体でも世界トップの座についた（Gartner２０１３）。

ところが，サムスン電子が先行企業に追いついた頃から，スマートフォ

ン市場に早くも成熟化の兆しが現れ始めた。実際，世界スマートフォン市

場の成長率は，２０１１年に約７０％でピークに達した後，低下の一途をたどっ
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ていった（ムンヨンピル・アンシオン・ミンウンジ２０１５，１９）。

このようにスマートフォン市場が本格的な普及から短期間で成熟化した

要因のひとつは，技術的な問題にある。すなわち，製品性能の向上により，

消費者のニーズという観点からみて，それ以上の性能が求められない飽和

状態に達したのである。たとえば，２０１２年に発表されたギャラクシー S３で

は，中核部品であるアプリケーション・プロセッサ（AP）のコア（処理を行

う頭脳部）数が４コアまで進化したが，これはパーソナル・コンピュータと

同水準であり，スマートフォンの情報処理量からすると，４コア以上の技

術はとくに必要ないとされた（クォンエラ２０１２，７９）。

スマートフォン市場の急速な成熟化を促したもうひとつの要因は，先進

国における普及率の上昇である。先進国におけるスマートフォンの普及率

は，２０１３年頃には約７０％になった（キムジョンギ２０１４，２）。こうして２０１２～

２０１４年の期間中，先進国の需要増加率は年平均９％にとどまったのに対し，

普及率の低い新興国の需要増加率は年平均５０％にも達した（キムジョンギ

２０１５，６）。なかでも中国は２０１２年にアメリカを抜いて世界最大のスマートフォ

ン市場に浮上した（クォンエラ２０１３，３８）。

スマートフォンの主戦場となった中国市場は，２０１１年の「１０００元スマート

フォン」の登場を機に急成長し始めた（中川２０１２，８９；賀川２０１５）。これは，

中国の三大通信キャリアが，クアルコム製やメディアテック製の低価格プ

ラットフォームを採用した中国製スマートフォンを第３世代（３G）サービ

ス普及の主力機種とし，これに販売促進補助金をつけて発売したものであ

る。この当時のサムスン電子における主力機種の価格帯は３０００元台であっ

た（中川２０１２，８９）ことからすると，売れ筋の価格帯が大幅に低下したとい

える。「１０００元スマートフォン」の普及を追い風に，中国スマートフォン市

場における中国企業のシェアは，２０１０年の７．４％から２０１３年には６３．１％まで

急上昇した（オジョンスク２０１４，４０）。それにともない，世界市場において

も中国の三大スマートフォン企業（華為技術，レノボ，小米）が２０１４年時点で

１６．５％のシェアを占めるなど（Gartner２０１６），この分野での中国企業の存在

は無視し得ないものとなった。
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�２ サムスン電子の海外生産の展開

このようなスマートフォン市場の成熟化と後発企業の台頭は，先進国向

けのプレミアム機に注力してきたサムスン電子に対して，新興国市場への

対応とコスト競争力の強化を迫ることとなった。この課題に対処すべく，

サムスン電子はフィーチャーフォンに続いてスマートフォンでも新興国で

の海外生産を拡大していった（２）。２０１０年代に入るとサムスン電子における携

帯端末機の主要生産拠点は，中国の急激な賃金上昇を背景に，中国からベ

トナムに移転された（３）。サムスン電子の海外生産を反映し，２０１０年に１６％程

度だった韓国製スマートフォンの海外生産比率は，２０１２年までに８０％まで

跳ね上がり，２０１５年には８８％に達するようになった（イハヌル２０１６）。

もっとも，スマートフォン分野の競争・収益構造のなかでは，アップル

やグーグルなどのオペレーティング・システム（OS）開発者が主導権を握っ

たことを考慮すると，以上のようなサムスン電子の急速な海外生産は，同

社が OSをグーグルに依存し，ハードウェアの面で競争力を見出そうとした

（Kang, Chang, and Song２０１３，１７８）ことの必然的な帰結であったとも把握

される。

スマートフォン本体の開発に傾注したサムスン電子は，国内の系列企業

や下請け企業を組織して垂直統合型の生産体制を築いた（４）が，これによりス

マートフォン本体の海外生産は韓国系サプライヤーの同伴進出をも促すこ

ととなった。サムスン電子のベトナム事業所の周辺には，２０１４年３月時点

で５５社に及ぶ韓国系サプライヤーが集積した（チュデヨン２０１５，７９）。ただ

し，サムスン電子のベトナム事業所の現地調達比率は３０～３５％程度であり

（ハンジェジン２０１４，６８），部材の大半は依然として韓国からの調達に依拠

している。さらに，同伴進出した韓国系サプライヤーのなかにも，ベトナ

ムでは入手困難なイメージセンサーやカメラレンズなどのハイスペック部

材を中心に，原資財の多くを韓国から輸入している事例がみられる（ムンヒ

チャン・パクチミン２０１４，１３８）。

こうして韓国の携帯端末機分野では，前掲の図２―２で確認したように，２０００

年代末から完成品の輸出が減少しながらも，完成品の海外生産の拡大にと

もない，部材の輸出が誘発された。全体としてみると，いわゆる産業の空
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洞化は免れたものの，国内生産は総じてもち堪えているといった状況で，

大きな成長は困難であったといえる。

２．半導体・ディスプレイ

�１ 中国への一貫生産拠点の移転

① 産業構造の高度化を迫られた中国政府の対応

携帯端末機のような最終消費財の組立生産の海外移転は，経済成長や産

業発展の過程で生じる不可避の現象であると考えられる。ところが，韓国

では１９９０年代後半以降，技術・資本集約的な半導体・LCDの一貫生産さえ

も海外で行われるようになった。１９９７年にサムスン電子が米国テキサス州

のオースティン工場で DRAMの一貫生産に着手したのを皮切りに，２００６年

にはハイニックス半導体（現・SKハイニックス）が中国の無錫工場でDRAM

の一貫生産を開始し，２０１３～２０１４年にはサムスン・ディスプレイと LGディ

スプレイが各々中国の蘇州市と広州市で最新世代の大型 LCD工場を立ち上

げた。同じく２０１４年には，サムスン電子が中国の西安市で３次元構造のNAND

フラッシュメモリの一貫生産を始めた。

そもそも半導体・LCDのような資本集約財は，生産コストに占める人件

費の割合が低く，国内での大量生産が合理的であると考えられる。それに

もかかわらず，なぜ半導体・LCDにおいて海外での一貫生産が進展したの

だろうか。とりわけ２０１０年代に相次いで中国に一貫生産拠点が設立された

背景には，前述したサムスン電子の拠点再編に対する中国政府の政策的対

応がある。

中国では，IT 機器の輸出が高度経済成長を牽引してきたが，なかでも携

帯端末機は最大の輸出品目になるほど中国経済において大きなウエイトを

占めている。それゆえ，携帯端末機の生産拠点を中国からベトナムに移転

するという２０００年代後半のサムスン電子の計画は，中国にとって IT機器の

加工貿易を通じた成長方式が限界に達したことを意味するものであった。

中国では，いわゆる「中所得国の罠」（Gill et al．２００７）に陥ることなく安定

成長を達成するためにも，産業構造の高度化が不可避になった（加藤２０１６，

60



３―５）。この一環として，中国政府は IT関連部品の輸入代替に取り組むとと

もに，ベトナムへの生産移転を計画するサムスン電子に対して，ハイテク

部品の生産で代替するよう強く要請したという（インタビュー２０１６）。

さらに，中国政府は２００９年に「電子情報産業振興計画」，２０１０年には「戦

略的新興産業の育成と発展の加速に関する決定」を発表し，半導体・LCD

を含む次世代情報技術産業を重点的に支援する方針を打ち出した（チョンド

ンヨン２００９，７―８；真家２０１４，２―３）。なかでも２００９年から重点支援の対象になっ

た LCDの場合，２０１５年までに国産化率を数量基準で８０％まで高めることを

目標に，大型パネルの関税率が３％から５％に引き上げられる一方，製造

企業に対する法人税の減免や金融機関の貸出支援など，産業振興のための

さまざまな支援策が講じられた（ソドンヒョク２０１４，４；ムンヨンピル・アン

シオン・ミンウンジ２０１５，１２）。

② 韓国企業と韓国政府の対応

これに対して韓国企業は，２０００年の「ニンニク波動」（５）のときのような中

国政府による輸入制限措置を懸念するとともに，販売先としての中国市場

の重要性にかんがみると，中国政府の要請に対応せざるを得ない状況であっ

た（インタビュー２０１６）。まず，LCD分野でサムスン・ディスプレイと LG

ディスプレイが，つづいて半導体メモリ分野でサムスン電子がそれぞれ中

国での現地生産を決定した。これらの企業は当初，半ば政治的な理由から

中国での一貫生産に着手したが，中国における工場用地の提供や税制支援

により，韓国国内で投資・生産するよりもコスト削減につながることが明

らかになると，現地生産を積極的に推し進めるようになった（６）。

翻って韓国国内では，半導体・LCD企業の中国投資は，大きな衝撃をもっ

て受けとめられた。この案件が韓国政府に申請された当時，この審議の場

となった「産業技術保護委員会」（委員長は国務総理）では，これらの技術は

「産業技術流出防止法」の対象となる「国家核心技術」に指定されている

ことから，１年ものあいだこの案件を承認しなかった（インタビュー２０１６）。

しかしながら，政府は最終的には，企業の中国進出の必要性などを総合的

に判断し，２００９年末に LCD，２０１２年初めには NANDフラッシュメモリでも

中国投資を承認した（７）（『電子振興』―韓国語―２０１０年１月号，４７；知識経済部
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２０１２）。

LCDの場合，２０１５～２０１６年初め時点の生産能力を基準にすると，サムス

ン・ディスプレイでは約９％，LGディスプレイでは約１０％を中国工場が担

うようになったものとみられる（８）。半導体の場合には，２０１５年末時点で，SK

ハイニックスにおける DRAMの５０％程度，サムスン電子における NAND

フラッシュメモリの３０％以上が各々中国工場で生産されたものとされる（ファ

ンミンギュ２０１５）。

周知のとおり，サムスンや LGといった財閥系企業は，１９６０年代以降，韓

国政府の経済開発政策の担い手に位置づけられ，主導的産業で規模の経済

を追求しながら急速に企業規模を拡大してきた。こうして巨大化した韓国

の大企業は，２０００年代以降，大市場に基礎づけられた中国の産業政策に組

み込まれ，韓国政府でさえも影響力をほとんど行使し得ない存在になった

ことがうかがえる。その意味で，大企業の輸出という韓国経済の成長の牽

引車は，いまや成長の制約要因にもなりつつあるといえる。

�２ 後発企業の追い上げ

２０１０年代にはスマートフォンだけではなく LCD分野でも中国企業の台頭

が顕著になった。LCDの世界市場において２００５年には１．５％にすぎなかった

中国企業のシェアは，２０１５年に１５．５％まで高まり（カンメンス２０１６，１），す

でに韓国企業を脅かすようにもなっている。

LCD分野で中国企業がかくも短期間で急成長できたのはなぜだろうか。

なかでも中国企業の技術習熟の加速化と関連して注目すべきは，複数の経

路を通じて韓国からの技術移転が起きていることである。具体的には，韓

国国内の LCD事業の停滞も相まって，中国最大手の京東方科技集団（BOE）

には現在１５０人程度の韓国人エンジニアが採用されているという（インタビュー

２０１６）。また，韓国では２０００年代以降，サムスンや LGとの協力関係を通じ

て技術能力のある製造装置企業が輩出されるようになった（９）が（イチャンヒ

２０１５，２７０；Yoshioka２０１６），韓国の製造装置企業は中国の LCD企業との取

引に際して，顧客からの要請により，当該製造装置と関連する工程技術の

情報まで提供しているという（ファンギウン２０１５，２３７）。

62



韓国の製造装置企業のほとんどは，販路の大半をサムスンないし LGに依

存する中小企業である。サムスンや LGでは，規模の経済を発揮するべく大

規模投資が行われるため，韓国の製造装置企業はこれらとの取引だけでも

ある程度の販売量を確保することができる。ただし，他方で，特定顧客の

設備投資計画に自社の生産量が大きく左右されるという問題も抱えており，

韓国の製造装置企業にとって中国企業への販路拡大は，安定的な生産量を

確保するための機会となっている。

このような先行企業で経験を積んだエンジニアの採用や製造装置の取引

を通じた技術・ノウハウの獲得は，１９９０年代の半導体・LCD市場で後発の

韓国企業が日本企業を追い上げた際にも観察された現象である（吉岡２００３；

２０１０）。かつての日本と韓国とのあいだで起こったことが，現在は韓国と中

国とのあいだで繰り返されているのである。

こうして中国企業の技術習熟が急速に進んだ結果，LCD業界・学界関係

者のあいだでは，いまや韓国企業と中国企業との技術格差はほとんどない

ものと認識されている（イチャンヒ２０１５，２６４；ファンギウン２０１５，２３３；産

業タイムズ社２０１６b，３９；インタビュー２０１７）。しかも，中国の LCD企業は地

方政府によるさまざまなかたちの資金支援（１０）をもとに，採算を度外視して

大規模投資を実施できたため，韓国製品に比べてコスト競争力もあるとい

う（産業タイムズ社２０１６b，４６）。

中国企業の生産量の急増に，リーマン・ショック後の世界的な TV需要の

低迷が重なり，LCD市場では２０１１年以降，供給過剰が続いている（IHS２０１６

a）。このような後発企業の追い上げと世界市場の停滞は，韓国における LCD

の輸出不振に拍車をかけることとなった。

こうしたなかで韓国企業は，次世代ディスプレイとして有力視されてい

る有機エレクトロルミネッセンス・ディスプレイ（OLED）や量子ドット型

ディスプレイ（QLED）への事業転換を進めていった。２０００年代末に OLED

の製品開発と量産化で先駆けたサムスン・ディスプレイと LGディスプレイ

は，世界市場で９７％ものシェアを占めて圧倒的な優位に立っているが（カン

メンス２０１６，１７），これまでのところ，OLEDや QLEDは成長の推進力にな

るまでには至っていない。これはおもに，LCDに比べてこれらの価格が高
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く，大型 TVでの採用が遅々として進んでいないことに起因する。このよう

に次世代ディスプレイの市場性が不透明であるにもかかわらず，LCDの競

争激化にともなう採算の悪化（パクチュヒョン２０１６）から，韓国企業は事業

転換を急かされたとみることができる。

以上でみたように，２０１０年代に IT産業の成長の牽引役となったスマート

フォンは，先進国市場の急速な成熟化と後発企業の台頭により，国内の生

産拡大を十分に享受することなく，早急な海外生産移転を余儀なくされた。

それとともに，中国の産業政策に包摂された韓国の大企業は，技術・資本

集約財である半導体・LCDの一貫生産拠点さえも海外に移転せざるを得な

くなった。さらに，LCD分野では，産業政策に後押しされた中国企業の過

剰生産が世界市場の低迷を招き，ひいては韓国国内の生産縮小を迫ること

となった。こうして２０１０年代に携帯端末機と LCDの輸出向け生産が伸び悩

み，ひいては IT 産業全体の低成長につながったのである。

第３節 IT 産業の競争力の維持に向けた課題

前節で詳述した IT産業の低成長は，端的にいえば，主導的企業が巨大化

したことによる副作用が顕在化したものととらえられる。半導体・LCD

という「国家核心技術」であっても海外生産移転を免れなくなった韓国で

は，IT 産業の高度化を図り，新たな成長の牽引車を見出すことが，持続的

成長のための必須の条件となっている。この節では，IT産業において，ど

のように高度化が展開しており，その過程でどのような課題に直面してい

るかという点について考察してみたい。

１．高度化への取り組み

�１ IT機器

現在，IT機器の技術革新は，モノのインターネット（IoT）やスマート化

などと呼ばれるように，IT 産業の枠を超えて，家電，自動車，医療・健康
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器具など，既存のモノにセンサーや通信機能を付加し，これらを相互に連

結させるとともに，大量に収集・共有されたさまざまなデータをもとに，

モノの知能化・自律化を図る方向で展開しつつある。

そこでの付加価値の創出は，モノの製造そのものよりも，プラットフォー

ム技術の開発・確保，あるいはモノを使ったサービスの提供が中心になる

とみられる。このことを物語っているのが，こうした動きの嚆矢とも位置

づけられるスマートフォン事業である。図２―４に表れているように，端末機

の生産が中心のサムスン電子よりも，OSなどプラットフォームの開発に特

化したアップルのほうが，はるかに高い利益を上げている。そのうえ，サ

ムスン電子の場合には，海外生産移転を進めてきたにもかかわらず，利益

が低迷していることもみてとれる。

IoT時代に向けてサムスン電子は，自社のスマート家電の OSとして，も

ともとスマートフォン向けにインテルと共同開発したタイゼン（Tizen）を

活用するとともに（ハジェホン２０１６），２０１５年には IoT向けチップセットの

アーティック（Artik）を開発した（キムジョングン・パクジニョン２０１６，４）。

さらに必要な中核技術と市場を確保するため，サムスン電子は２０１４年にス

マートホーム向けプラットフォームを開発する米国のスマート・シングス

図２―４ 営業利益率

（出所） サムスン電子・アップルの事業報告書より筆者作成。

第２章 IT 産業の環境変化と韓国企業の競争力

65



（Smart Things）社を買収し，２０１６年には人工知能システムのプラットフォー

ムを開発した米国のヴィブ・ラボ（VIV Labs）社の買収と，人工知能チップ

を開発する英国のグラフコア（Graphcore）社への出資に続き，コネクテッ

ドカー技術を手がける米国の自動車電装品企業のハーマン（Harman）社の

買収を相次いで発表した。とくに世界の主要な自動車企業と取引があるハー

マンの買収は，サムスン電子にとって，半導体・ディスプレイの応用製品

として有望視されるスマートカー市場に参入するための足がかりになると

もみられる（１１）。

LG電子もまた，自社のプラットフォームであるスマートシンキュ

（SmartThinQ）を中心に，スマート家電やスマートホーム事業に乗り出して

いる（キムビョンジュ２０１６）。

さらに，IoT時代には，モノとモノを連結する通信ネットワークが必須に

なり，これを提供する通信事業者が重要な役割を担う。この分野では，韓

国の代表的な通信事業者である SKテレコム，KT，LGユープラスが，すで

にいくつかのプラットフォームを商用化し，スマートホーム分野で先駆的

な役割を果たしている（キムビョンジュ２０１６）。

以上のように，IoT 時代の本格的な到来に備えて，韓国企業はプラット

フォーム技術を自社に取り込み，垂直統合型の事業形態の強みを生かしな

がら，成長の機会をつかもうとしている。

�２ 半導体・ディスプレイ

IoT 時代には，半導体メモリや OLEDの需要拡大が予測されており，こ

の分野で競争力のある韓国企業には追い風となるだろう。ただし，これら

の分野でも，中国企業の参入が相次いでいる。メモリ分野では，中国政府

のIC産業投資ファンドが出資するメモリ生産基地プロジェクトのもと，NAND

フラッシュメモリと DRAMの量産が構想されている。このプロジェクトの

担い手となった武漢新芯集成電路製造（XMC）は，米国のスパンション（現

サイプレス・セミコンダクタ）の技術移転により２０１５年に４５nmプロセスに対

応した９層の３次元 NANDフラッシュメモリの試作に成功したとされる

（産業タイムズ社２０１６a，３７４）（１２）。OLED分野でも，BOE，華星光電科技
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（CSOT），天馬微電子などがすでに量産工場の立ち上げを準備しているとい

う（産業タイムズ社２０１６b，４４―４５）。

メモリの場合，サムスン電子が２０１５年時点で１０nm台のプロセスを適用し

た３６層・４８層の３次元 NANDフラッシュメモリを開発・量産していたこと

をふまえると，韓中間には依然として大きな技術格差があると判断できる。

また，メモリと OLEDは LCDよりも技術的な難易度が高いため，これらの

分野で中国企業が短期間で量産技術・ノウハウを獲得し韓国企業に追いつ

く可能性は低いともみられている。

とはいえ，これらの分野は中国の産業政策において重点育成分野に位置

づけられるとともに，LCDと同じくメモリ・OLED分野でも，すでに韓国

人エンジニアのスカウトや製造装置の取引を通じて中国企業への技術移転

が進行しつつある（１３）（インタビュー２０１６；２０１７）点には，留意すべきである。

たとえば，大型パネルの量産化に向けた技術開発が進行している OLED

分野では，ディスプレイ企業との共同開発に取り組む材料・製造装置企業

にとって，先頭を走るサムスンや LGだけではなく，後発の中国企業も共同

開発や取引の相手先として重視しなければならない状況にあるという（イン

タビュー２０１７）。この理由のひとつは，サムスンや LGの場合，後発のディス

プレイ企業への技術流出を防ぐ目的のもと，量産現場でノウハウを必要と

する材料・製造装置を開発しようとして，共同開発を行う材料・製造装置

企業に対しても，技術情報を秘匿しようとするからである。後発企業の台

頭を阻止するための韓国企業の対策が，結果的に後発企業の追い上げを促

すというジレンマがここにみてとれる。このようなかたちで中国企業への

技術移転が進みつつあることをふまえると，長期的にはメモリ・OLED分

野でも競争の激化や韓国企業の海外生産の拡大が予測される。

そうだとすれば，製品・技術開発の加速化を通じてメモリ・OLEDの優

位を維持・強化するのはもちろんのこと，国内に生産・雇用を生み出す新

たな成長分野と担い手を開拓・発掘し，大企業を中心とする成長戦略の限

界を乗り越えることが，IT 産業において喫緊の課題であるといえる。
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２．企業間格差問題の影響

２０００年代には世界市場で競争力を高めた大企業がいっそう巨大化する一

方，国内では大企業と中小企業との経済的格差がますます広がることとなっ

た。これに対して韓国政府は，「相生協力」（盧武鉉政権），「同伴成長」（李明

博政権），「経済民主化」（朴槿恵政権）などのスローガンを掲げ，企業間格差

の是正に取り組んできたが，目下のところ，顕著な成果は上がっていない。

この企業間格差の問題は，IT 産業においては，半導体・ディスプレイの競

争力を維持・強化する上で隘路となっており，さらには新しい成長分野・

担い手を育成する際の克服すべき課題ともなっている。

�１ 半導体・ディスプレイ

まず，２０００年代末頃から，企業間格差問題などを理由に，半導体・ディ

スプレイ分野に対する政府の研究開発支援が大幅に縮小している（キムヒョ

ンジュン２０１５，２６０；イチャンヒ２０１５，２７３―２７４）。このことが，将来の企業競

争力にも影響を及ぼすと懸念される。この分野の政府支援が削減されたの

は，政府が半導体・ディスプレイ分野の研究開発支援の予算案を提出した

としても，国会において，それは巨額の利益を上げている大企業を支援す

るものとみなされ，予算額が削減される事態が続いているからである（イン

タビュー２０１６）。この結果，産学官の共同研究の減少により研究資金の獲得が

困難になった大学では，半導体・ディスプレイ分野に優秀な人材が集まら

ないばかりか，若手研究者の他分野への転向さえ生じているという（パクヨ

ンジュン２０１５，１９７；イチャンヒ２０１５，２７４）。このことは，半導体・ディスプ

レイ分野の基礎研究の停滞や人材養成の先細りを招き，ひいては長期的な

企業競争力の低下にもつながりかねない。

�２ ソフトウェア・システム半導体

また，大企業と中小企業との格差の構造が，新たな成長分野の創出・育

成を阻んでいる面もある。IT 技術が多種多様なモノと融合する IoT時代に

は，プラットフォーム関連の技術開発が産業発展の鍵を握ることは，前項
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で述べたとおりである。こうした潮流のなかで，需要の拡大が見込まれて

いるのが，モノを制御・連結するためのソフトウェアとシステム半導体で

ある。これらの分野は大規模な設備投資が必要なく，その意味で，中小企

業に参入と成長の機会を開くことが期待される。しかしながら，韓国の場

合，大企業が手がける一部の製品を除いて，ソフトウェア分野とともに，

システム半導体の設計・開発を行うファブレス分野の競争力が弱いという

問題がある（１４）。

この大きな要因のひとつは，この分野に参入している企業が総じて零細

企業であるという点にある（パクソンチョン・チュユサン・チョハンジン２０１３，

１０４；チウンヒ２０１３，７０）。ソフトウェア・ファブレス企業の零細性には，IT

機器部門の大企業を頂点とする垂直的な産業組織が密接にかかわっている。

韓国の大企業は，TVや携帯端末機など大量生産が可能な少数の品目に特化

してきたが，それゆえ，サプライヤーであるソフトウェア・ファブレス企

業のあいだでは，限られた市場をめぐって激しい受注競争が繰り広げられ

てきた。それに加えて，韓国ではこれまで，ソフトウェアはハードウェア

を支援するための部品のひとつにすぎないという認識もあり（チャサンギュ

ン２０１５，２８４），ソフトウェア・ファブレス企業の納品価格が低く抑えられて

きた（イムチェドクほか２０１３，１６）。このような低収益で資金不足が恒常化し

ているソフトウェア・ファブレス企業では，最新の設計ツールなど新技術

の導入が困難であり，結局のところ，新しいニーズに対応できずに淘汰さ

れるという悪循環に陥っている（パクソンチョン・チュユサン・チョハンジン

２０１３，１０５）。そのうえ，中小企業は大企業に比べて待遇が低いために離職率

が高く，開発の担い手となる人材も不足している（イムチェドクほか２０１３，

１７―１８；イミヘ２０１６，１５）。このことも，韓国のソフトウェア・ファブレス企

業が新たなニーズにいち早く対応できない要因になっている。

韓国政府は長らく，ソフトウェア・ファブレス分野の中小企業に対して

政策的支援を行ってきたが，ソフトウェア産業の振興策に携わった関係者

によると，支援を実施しようとしても，補助金を支給するに値する企業を

みつけること自体が難しかったという（チャサンギュン２０１５，２８１）。この点

から，ソフトウェア・ファブレス分野では，担い手となる企業が零細であ
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るがゆえに，政府の支援策すらうまく機能しない状況にあることがうかが

える。

�３ 半導体・ディスプレイ向け部材・製造装置

新たな成長分野・担い手の育成という面では，大企業の海外生産にとも

なう空洞化を回避するべく，半導体・ディスプレイ向け部材・製造装置企

業の成長を促し，日本のような中間財・資本財の供給拠点化をめざす方策

も考えられる。だが，序章でも指摘されるように，韓国の「圧縮型発展」

の過程では，汎用品に特化した大企業が生産活動を開始するにあたって，

中間財・資本財など基本的な発展基盤を海外に依拠したため，中小企業を

担い手とする国内の部材・製造装置部門の発展が立ち遅れた。半導体・ディ

スプレイ分野では，２０００年代半ば以降，部材・製造装置部門が急速に形成

されてきたことは確かであるが，現時点では技術的・資金的な参入障壁が

相対的に低い部品，およびローエンド・ミドルエンドの製造装置が中心と

なっており（吉岡２０１４），この分野で国際競争力のある韓国企業は LG化学

などの一部の大企業に限られる。しかも，相当数の部品・製造装置企業が

大企業の中国進出にも促されてすでに現地生産を開始しており（１５），部材・

製造装置部門でも高度化の必要に迫られている。しかしながら，材料分野

やハイエンドの製造装置分野は，技術開発やノウハウの蓄積に時間とコス

トがかかり，先行する日本・欧米の寡占企業との競争に阻まれることも予

想されるため，短期間での育成・成長は極めて難しいといわざるを得ない。

いずれにしても，韓国の IT産業は，大企業の輸出に過度に依存した「圧

縮型発展」のゆがみの修正という，これまで解決し得なかった難題に本格

的に取り組まなければならない局面に差し掛かっているのである。

おわりに

この章では，IT 産業が２０１０年代に低成長に陥った要因・背景を明らかに

するとともに，克服すべき課題について考察した。
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IT 産業の低成長は，韓国企業が技術革新と技術的な深化を図る時間的な

余裕もなく，後発企業の急速な追い上げに直面している事態を反映したも

のと理解される。IT 産業において，この構造的な問題に対処し持続的成長

を実現するには，時代の変化に適応しながら高度化を加速すると同時に，

もっぱら大企業の輸出に頼る成長戦略からの脱却が不可欠である。だが，

それには「圧縮型発展」の過程で生み出された企業間格差という構造的問

題を乗り越えなければならず，短期間で解決できることではない。

このような主導的産業の停滞と国内における分配の不平等化は，韓国だ

けではなく，東アジアの中所得国も一様に陥っている問題である。その意

味で，２０１０年代の韓国の低成長は，「後進性の優位」を利用した後発国の経

済発展過程で必然的に生じる不可避の局面であるとも位置づけられる（原

２０１７）。

この古くて新しい問題をどのように克服するか。この成否は，韓国の IT

産業にとって，２０１０年代の低成長局面が構造転換期の踊り場となるか，あ

るいは長期停滞の序幕となるかを決める試金石になるように思われる。

〔注〕
�１ ここで輸出データを用いるのは，製品別の一貫したデータが入手できるためであ
る。生産と輸出は同じような推移をたどっていることから，大まかな推移を確かめ
る上で，どちらの資料を用いても大きな違いはないと判断した。

�２ サムスン電子の場合，フィーチャーフォン分野では事業開始当初からプレミアム
機に注力していたが，世界市場の成長鈍化が顕著になった２００７年以降，ノキアの戦
略に追随して，新興国市場への中低価格機の供給拡大に踏み切った（キムギジョン
２００８，１２）。サムスン電子は２００７年に中国の広東省恵州市，２００９年にはベトナム北部
のバクニン省にそれぞれ組立工場を新設し，携帯電話の海外生産に取り組んだ。こ
の結果，韓国企業の携帯電話の海外生産比率は，２００６年の３５％から２０１０年には６３％
まで上昇した（クォンエラ２０１２，８１）。

�３ サムスン電子は２０１４年からベトナム北部のタイグエン省でも携帯端末機の組立生
産を開始した。新たな生産拠点としてベトナムが選好されたおもな理由は，低い人
件費とともに，ベトナム政府の手厚い支援があったからである。サムスン電子の場
合，５０年間の法人税の優遇措置，関税および付加価値税の恒久的な免税とともに，
土地の無償貸与や低廉な電気・水道料金などの面でも恩恵を受けることができた
（ムンヒチャン・パクチミン２０１４，１３５―１３６）。こうした費用節減・節税効果は，少
なくとも年間７０００億ウォンから９０００億ウォンに上るものとみられる（ハンジェジン
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２０１４，６９；『プラスチックサイエンス』―韓国語―２０１５年５月号，７５）。また，１０００
人規模の工員を採用する場合，韓国国内の事業所では１年近くを要するが，ベトナ
ムでは政府の支援により１カ月以内で可能であるという（ハンジェジン２０１４，６８―
６９）。
�４ サムスン電子の場合，携帯端末機向け部材の８０％以上を韓国系サプライヤーから
調達している（クォンエラ２０１２，８３）。

�５ 「ニンニク波動」とは，２０００年に韓国政府が中国産ニンニクの関税率を１０倍以上引
き上げた直後，この報復措置として中国政府が韓国製の携帯電話とポリエチレンの
輸入を全面的に中断した韓中間の通商摩擦を指す。

�６ なお，２０００年代半ばのハイニックス半導体の中国進出は，同社の経営危機が背景
にある。２０００年代前半に経営危機に陥ったハイニックスは，設備投資資金の負担軽
減をおもな目的に，中国での現地生産を開始した。実際，中国政府の資金支援によ
り，２０億ドルの中国工場の建設費用のうち，ハイニックスの負担分は５億ドルにす
ぎなかった（チョンドンヨン２００９，１１）。また，２００１～２００５年までハイニックスは
債権金融機関の共同管理下におかれていたが（吉岡２００８），米国，日本，欧州では，
この期間の政府系金融機関からの資金援助が不当な補助金に当たるとみなされ，ハ
イニックス製 DRAMに対して相殺関税が発動された。この相殺関税を回避するため
に原産地を中国に変更することも，ハイニックスが中国に進出した要因のひとつと
される（チョンドンヨン２００９，１１）。

�７ このとき，政府は企業に対して，国内経済への負の影響を回避するための対策を
とるよう要請した。この対策には，国内投資を拡大する，中国工場で使用する製造
装置のうち韓国製の比率を現在の水準以上に維持する，国内の人材育成を戦略的に
推進する，といった事項が含まれた（知識経済部２０１２）。ただし，これらの対策は
法的拘束力をもつものではない。

�８ サムスン・ディスプレイの数値は産業タイムズ社（２０１６b，８９），LGディスプレイ
の数値は LG Display（２０１６，４０）に記載された各工場の生産能力に関するデータを
もとに算出した。生産能力は，生産品目のガラス面積を第８世代（２２００×２５００mm）
に換算した月産生産枚数を基準とした。

�９ ２０１５年に LGディスプレイで購入された製造装置の７２．９％が，韓国系サプライヤー
から調達されたものである（LG Display２０１６，４０）。

�１０ たとえば BOEの第８世代および第１０．５世代の LCD工場の建設に際して，中国の
地方政府が出資，補助金，無利子貸付などの資金支援を行ったため，設備投資総額
のうち企業の負担分はわずか１０～２０％にすぎなかった（ソドンヒョク２０１４，４；ム
ンヨンピル・アンシオン・ミンウンジ２０１５，１４）。

�１１ サムスン電子は２００９年に現代自動車と車載用半導体の共同開発を行ったことがあ
るが，結局，事業化には至らなかった。この理由は，製品開発には成功したものの，
現代自動車がこの製品を採用しなかったためである。現代自動車の側からすると，
自動車の製造原価に占めるウエイトの小さい半導体部品で，安全性のリスクを冒し
てまで部品の調達源を変更する必要性に乏しかった（インタビュー２０１６）。このよう
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に車載用半導体の場合，販路面での参入障壁をいかに克服するかが重要な課題とな
る。

�１２ 中国では２０１４年に工業・情報化部が「国家集成電路産業発展推進綱要」により半
導体産業の長期的な発展計画を提示するとともに，１２００億元規模とされる投資ファ
ンドを発足し，国内企業の技術レベルの向上や半導体の輸入代替に本格的に取り組
み始めた（産業タイムズ社２０１５，３７０―３７１）。この投資ファンドにより，２０１６年３月
には武漢市がメモリ生産基地プロジェクトを立ち上げた。同年７月には中国の半導
体大手の清華紫光集団（Tsinghua Uni Group）がこのプロジェクトに加わり，事業
主体である長江存儲科技を設立するとともに，XMCを傘下に収めた。
�１３ OLED分野では，韓国人エンジニアだけではなく，開発に取り組みながら量産化
で出遅れた日本企業のエンジニアも中国企業に移っているという（インタビュー２０１７）。
�１４ たとえば，半導体の場合，２０１５年の世界市場における韓国企業のシェアは，シス
テム半導体で４．３％，ファブレスで１．７％にすぎず，メモリに比べて圧倒的に低い水
準にある（アンギヒョン・ソンジュニ・ムンヨンピル２０１６，１３，５２）。
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